
海外大学・大学院卒業留学生の日本語学校卒業後の
就職活動継続に関する規制緩和

新規
提案

【規制緩和提案】
海外大学・大学院卒の留学生が、日本語学校卒業後も就職活動継続を希望する場合、日本の大学・大学院・専門学校卒の留学
生と同様に、在籍校の推薦状を添えて入国管理局に申請すれば、在留資格を切替え、在留期間の延長を可能とする。

【現状と課題】
○海外の大学・大学院を卒業後に日本での就職を目指して来日した留学
生が、日本語学校卒業後に就職活動の継続を希望する場合、在留資格
「特定活動」への切替えによる在留期間の延長は認められていない。
○日本語学校在学中に採用通知が得られなった場合、「帰国」あるいは就
職活動を継続するために「進学」している。
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【背景】
［ 未来投資戦略 2018 ］ ２－３．外国人材の活用推進
高度外国人材の「卵」である優秀な外国人留学生の国内就職
率の向上に向け、外国人学生の呼び込みから就職に至るま
で一貫した対応を行うとともに、留学生と産業界双方のニーズ
を踏まえた効果的なマッチングを図る。

【効果】
○日本での就職を目指して来日する優秀な外国人留学生の増加！
○海外で「高度な専門性」、日本で「日本語力」を身につけた「高度外国人材」等の日本国内就職率の向上！
○産業都市・北九州市における理工系エンジニア等求人企業と留学生の就職マッチング促進！
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*：地方自治体実施の就職支援事業に参加する場合は最大2年
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特定活動９ 大学等を卒業した留学生が，卒業後，「就職活動」を行うことを希望する場合 

対象は，次のいずれかに該当する者となります。 

１ 継続就職活動大学生

  在留資格「留学」をもって在留する本邦の学校教育法上の大学（短期大学及び大学院を

含む。以下同じ。）を卒業した外国人（ただし，別科生，聴講生，科目等履修生及び研究生

は含まない。）で，かつ，卒業前から引き続き行っている就職活動を行うことを目的として

本邦への在留を希望する者（高等専門学校を卒業した外国人についても同様とします。）

２ 継続就職活動専門学校生

  在留資格「留学」をもって在留する本邦の学校教育法上の専修学校専門課程において，

専門士の称号を取得し，同課程を卒業した外国人で，かつ，卒業前から引き続き行ってい

る就職活動を行うことを目的として本邦への在留を希望する者のうち，当該専門課程にお

ける修得内容が「技術・人文知識・国際業務」等，就労に係るいずれかの在留資格に該当

する活動と関連があると認められる者

提出資料 

１ 在留資格変更許可申請書 １通

２ 写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍ）１葉

３ パスポート及び在留カード 提示

４ 申請人の在留中の一切の経費の支弁能力を証する文書 適宜

５ 身分を証する文書等（取次証明書，戸籍謄本等） 提示

継続就職活動大学生の場合

６ 直前まで在籍していた大学の卒業証書（写し）又は卒業証明書 １通

７ 直前まで在籍していた大学による継続就職活動についての推薦状 １通

※推薦状の様式【PDF】
８ 継続就職活動を行っていることを明らかにする資料 適宜

継続就職活動専門学校生の場合

９ 直前まで在籍していた専修学校の発行する専門士の称号を有することの証明書 １通

10 直前まで在籍していた専修学校の卒業証書(写し)又は卒業証明書及び成績証明書 １通
11 直前まで在籍していた専修学校による継続就職活動についての推薦状 １通
※推薦状の様式【PDF】

12 継続就職活動を行っていることを明らかにする資料 適宜
13 専門課程における修得内容の詳細を明らかにする資料 １通

※このほか，申請いただいた後に，当局における審査の過程において，上記以外の資料を求

める場合もありますので，あらかじめ，ご承知おき願います。※




